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コード番号      8235 本社所在都道府県
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代 表 者   役     職    名 代表取締役 社長執行役員

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　岡 田  邦 彦

問合せ先  責任者役職名 取締役 常務執行役員 本社財務部長
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１. 17年 8月中間期の業績（平成 17年 3月 1日 ～ 平成 17年 8月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

売   上   高 経　常　利　益
％ ％

17年 8月中間期 △ 3.4 43.5
16年 8月中間期 △ 1.7 237.8
17年 2月期

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

  ( 当 期 ） 純 利 益

％

17年 8月中間期 △ 23.2
16年 8月中間期 686.5
17年 2月期

(注)①期中平均株式数    17年 8月中間期   170,261,209 株   16年 8月中間期   167,959,990 株   17年 2月期   169,046,772 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

（注）17年 8月中間期中間配当金内訳

   記念配当             0 円 00  銭

17年 8月中間期 3.50    特別配当             0 円 00  銭

16年 8月中間期 2.50
17年 2月期 － 5.00

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 円　　銭

17年 8月中間期 360.69
16年 8月中間期 338.10
17年 2月期 341.17
(注)①期末発行済株式数　17年 8月中間期 　   170,237,372 株　16年 8月中間期    　170,347,883 株　17年 2月期    　170,284,878 株

 　 ②期末自己株式数　　17年 8月中間期 　       621,532 株　16年 8月中間期        　511,021 株　17年 2月期        　574,026 株

２. 18年 2月期の業績予想（ 平成 17年 3月 1日  ～  平成 18年 2月 28日 ）
　

期　　末

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 円　　銭 円　　銭

通　　期 293,000 △ 3.1 5,000 14.9 5,000 25.1 △ 11.3 3.50 7.00
（注）売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             22 円  32 銭

（注）上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と

      異なる可能性があります。なお、上記業績予想につきましては、中間決算短信（連結）添付資料8ページを参照してください。
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中 間 貸 借 対 照 表
（単位 百万円）

科 目
当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（１７．８．３１） （１６．８．３１） （１７．２．２８）

（ 資 産 の 部 ） 1 9 5,0 9 2 1 9 5,3 4 2 1 9 3,1 3 0

流 動 資 産 4 8,1 3 8 4 4,4 4 7 4 8,4 5 8

現 金 及 び 預 金 1 1,0 8 0 4,0 3 2 9,3 0 8

受 取 手 形 2,1 1 9 1,8 9 9 2,1 3 5

売 掛 金 1 6,5 0 9 1 7,3 6 6 1 7,7 8 5

有 価 証 券 5 9 5 9 5 9

商 品 1 2,9 1 5 1 3,3 9 1 1 3,3 8 4

貯 蔵 品 1 0 4 1 1 3 1 0 5

前 渡 金 7 5 1 3 7 7 1

短 期 貸 付 金 4 3 0 3 8 6 4 7 4

繰 延 税 金 資 産 2,6 2 3 1,7 1 5 3,1 8 8

そ の 他 2,3 7 8 5,4 8 1 2,1 0 5

貸 倒 引 当 金 △ 1 5 7 △ 1 3 8 △ 1 6 1

固 定 資 産 1 4 6,9 5 3 1 5 0,8 9 5 1 4 4,6 7 2

有形固定資産 9 8,1 6 2 1 0 0,0 4 5 9 7,6 8 1

建 物 ・ 構 築 物 4 5,4 7 6 4 7,0 3 7 4 4,8 9 5

機 械 ・ 器 具 ・ 備 品 1,5 5 2 1,6 4 8 1,5 3 3

土 地 5 1,1 1 3 5 1,3 5 3 5 1,2 3 4

建 設 仮 勘 定 1 8 6 1 8

無形固定資産 1,0 9 0 8 4 4 9 6 0

借 地 権 5 2 4 5 2 4 5 2 4

ソ フ ト ウ ェ ア 4 8 5 2 2 9 3 5 3

電 話 加 入 権 6 7 7 2 6 7

そ の 他 1 2 1 7 1 5

投資その他の資産 4 7,7 0 1 5 0,0 0 5 4 6,0 3 0

投 資 有 価 証 券 2 4,8 5 1 6,2 1 8 2 3,1 3 1

子会社株式及び出資金 1,5 1 8 3,1 9 5 1,2 6 1

長 期 貸 付 金 8,3 5 4 6,6 7 2 7,1 4 6

長 期 保 証 金 6,3 5 4 6,6 5 0 6,4 1 2

長 期 前 払 費 用 2 0 3 2 8 5 2 1 4

前 払 年 金 費 用 － 1 6,1 9 0 －

繰 延 税 金 資 産 2,8 2 3 7,7 6 3 4,8 4 2

そ の 他 4,2 3 4 3,7 1 0 3,6 6 5

貸 倒 引 当 金 △ 6 3 8 △ 6 8 1 △ 6 4 2

合 計 1 9 5,0 9 2 1 9 5,3 4 2 1 9 3,1 3 0
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（単位 百万円）

科 目
当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（１７．８．３１） （１６．８．３１） （１７．２．２８）

（ 負 債 の 部 ） 1 3 3,6 8 8 1 3 7,7 4 6 1 3 5,0 3 3

流 動 負 債 7 7,5 1 4 8 4,7 7 9 8 0,1 3 9

支 払 手 形 4 6 0 7 4 9 5 5 8

買 掛 金 1 5,3 3 0 1 4,9 5 5 1 5,1 5 0

短 期 借 入 金 1 6,2 1 8 2 5,2 6 1 2 0,9 1 8

未 払 金 6,5 4 9 5,6 0 3 6,3 5 2

未 払 法 人 税 等 1 1 6 2 6 4 8

未 払 費 用 3,2 7 1 2,6 3 6 2,9 7 4

前 受 金 1,5 6 2 1,5 8 2 2,1 5 7

商 品 券 1 3,1 1 8 1 3,5 3 0 1 2,7 6 5

預 り 金 2 0,6 9 8 1 9,2 5 2 1 9,0 6 1

店舗閉鎖損失引当金 － 1,0 6 3 －

そ の 他 1 8 7 1 1 8 1 5 1

固 定 負 債 5 6,1 7 3 5 2,9 6 7 5 4,8 9 4

社 債 5,0 0 0 5,0 0 0 5,0 0 0

長 期 借 入 金 3 3,0 5 0 2 7,4 1 2 3 0,1 0 6

退 職 給 付 引 当 金 1 1,3 5 8 1 0,2 6 0 1 1,8 3 1

役員退職慰労引当金 2 5 4 1 9 7 2 2 9

投 資 損 失 引 当 金 2 1 0 2,7 6 2 2 1 0

長 期 未 払 金 4,6 6 5 5,9 7 1 5,8 1 6

受 入 保 証 金 1,5 6 7 1,3 6 3 1,6 3 5

そ の 他 6 6 ― 6 5

（ 資 本 の 部 ） 6 1,4 0 4 5 7,5 9 5 5 8,0 9 7

資 本 金 9,7 6 5 9,7 6 5 9,7 6 5

資本剰余金 9,5 9 8 9,5 9 5 9,5 9 7

資 本 準 備 金 9,3 5 8 9,3 5 8 9,3 5 8

そ の 他 資 本 剰 余 金 2 3 9 2 3 6 2 3 8

自己株式処分差益 2 3 9 2 3 6 2 3 8

利益剰余金 3 9,6 6 4 3 7,0 2 5 3 7,4 5 7

利 益 準 備 金 2,4 4 1 2,4 4 1 2,4 4 1

別 途 積 立 金 2 2,7 2 9 2 2,7 2 9 2 2,7 2 9

土 地 圧 縮 積 立 金 1,7 2 0 1,9 3 0 1,9 3 0

償却資産圧縮積立金 3,7 0 6 3,8 5 0 3,8 5 0

中間(当期)未処分利益 9,0 6 7 6,0 7 3 6,5 0 5

その他有価証券評価差額金 2,5 8 8 1,3 6 6 1,4 6 1

自 己 株 式 △ 2 1 1 △ 1 5 6 △ 1 8 4

合 計 1 9 5,0 9 2 1 9 5,3 4 2 1 9 3,1 3 0
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中 間 損 益 計 算 書
（単位 百万円）

科 目
当 中 間 期 前 年 中 間 期

増 減 率
前 期

(17.3.1～17.8.31) (16.3.1～16.8.31) (16.3.1～17.2.28)

営 ％

経 業 売 上 高 1 4 6,5 1 2 1 5 1,7 3 9 △3.4 3 0 2,4 1 3

損 売 上 原 価 1 0 9,3 3 5 1 1 4,4 8 0 △4.5 2 2 8,4 9 6

常 益 売 上 総 利 益 3 7,1 7 6 3 7,2 5 9 △0.2 7 3,9 1 7

の 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3 4,6 0 5 3 5,1 0 3 △1.4 6 9,5 6 3

損 部 営 業 利 益 2,5 7 1 2,1 5 5 19.3 4,3 5 3

営 営 業 外 収 益 1,4 6 1 1,1 1 6 30.9 2,0 5 2
益 業

受 取 利 息 ・ 配 当 金 3 8 2 2 7 0 41.4 3 7 9
外

そ の 他 1,0 7 8 8 4 5 27.6 1,6 7 2
の 損

営 業 外 費 用 1,1 7 8 1,2 8 3 △8.2 2,4 1 0
益

支 払 利 息 4 2 7 3 9 9 7.0 8 0 2
部 の

そ の 他 7 5 1 8 8 4 △15.0 1,6 0 8部

経 常 利 益 2,8 5 4 1,9 8 8 43.5 3,9 9 6

特 別 利 益 2,2 0 8 4,1 8 5 8,4 2 1

特 固 定 資 産 売 却 益 1,7 2 1 － 3 3 5

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4 8 7 － 1

別 店 舗 閉鎖 損失引当金戻入額 － 6 2 5 6 4 1

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 － － 2 9 1

損 退 職 給 付 制 度 改 定 益 － 3,5 5 9 3,5 5 9

退 職 給 付 信 託 返 還 益 － － 3,5 9 2

益 特 別 損 失 5 9 3 1 2 3 4,1 0 4

の
固 定 資 産 処 分 損 5 3 2 1 2 3 3 0 0

固 定 資 産 減 損 損 失 － － 1,6 1 9

部 投 資 有 価 証 券 評 価 損 6 0 － 1 2 4

子 会 社 株 式 評 価 損 － － 2,0 5 9

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 4,4 6 9 6,0 5 0 △26.1 8,3 1 3

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2 3 2 6 △9.6 4 8

法 人 税 等 調 整 額 1,8 1 3 2,5 9 6 △30.2 3,9 7 9

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 2,6 3 2 3,4 2 8 △23.2 4,2 8 5

前 期 繰 越 利 益 6,4 3 4 2,6 4 5 143.2 2,6 4 5

中 間 配 当 額 － － － 4 2 5

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 9,0 6 7 6,0 7 3 49.3 6,5 0 5
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重 要な会計方針

１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準および評価方法

デリバティブ 時価法

３．たな卸資産の評価基準および評価方法

商 品 売価還元法による低価法

貯 蔵 品 先入先出法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 建物（建物付属設備を除く） 定 額 法

その他の有形固定資産 定 率 法

無形固定資産 定 額 法（自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

５年により償却）

５．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認め

られる額を計上しております。

過去勤務債務は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数（１３年）

による定額法により、費用処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数

（１３年）による定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理し

ております。

役員退職慰労引当金 役員および執行役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計上しております。

投 資 損 失 引 当 金 子会社等にかかる投資損失に備えるため、各社の財政状態を勘案し、

所要額を計上しております。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。
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７．ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金の支払金利

ヘ ッ ジ 方 針 リスク管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、毎期末（中間期末を含む）に個別取引毎のヘッジ

効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債または予定取引に関す

る重要な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省

略しております。

８．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更

「退職給付に係る会計基準」の一部改正（企業会計基準第３号 平成１７年３月１６日）および

「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針（企業会計基準適用指針第７号 平成

１７年３月１６日）が、平成１６年１０月１日以後平成１７年４月１日前に開始する事業年度から

適用できることになったことに伴い、当中間期から同会計基準および同適用指針を適用しており

ます。これに伴い、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益および税引前中間純利益は31百万円

増加しております。

貸借対照表注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 86,687百万円

２．保証債務残高 2,625百万円
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リース取引関係注記

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額および中間期末
（期末）残高相当額

（単位 百万円）
当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

取得価額 減価償却 減損損失 中間期末 取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 減損損失 期末残高
累 計 額 累 計 額 残 高 累 計 額 残 高 累 計 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

機械・器具・備品 5,609 2,917 86 2,605 5,370 2,533 2,836 5,418 2,690 108 2,619

車 両 ・ 運 搬 具 308 52 0 255 435 182 252 440 210 1 229

合 計 5,917 2,969 86 2,861 5,805 2,716 3,089 5,859 2,900 110 2,848

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額等
（単位 百万円）

当 中 間 期 前年中間期 前 期

１ 年 内 989 1,019 970

１ 年 超 1,871 2,069 1,878

合 計 2,861 3,089 2,848

リース資産減損勘定残高 86 － 110

（注）取得価額相当額および未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、有形固定資産の中間期末

（期末）残高等に占める未経過リース料中間期末（期末）残高の割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額および減損損失
（単位 百万円）

当 中 間 期 前年中間期 前 期

支 払 リ ー ス 料 542 560 1,105

リース資産減損勘定の取崩額 23 － －

減 価 償 却 費 相 当 額 542 560 1,105

減 損 損 失 － － 110

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

(1) 借手側

未経過支払リース料
（単位 百万円）

当 中 間 期 前年中間期 前 期

１ 年 内 813 805 820

１ 年 超 7,501 8,301 7,905

合 計 8,315 9,106 8,725

(2) 貸手側

未経過受取リース料
（単位 百万円）

当 中 間 期 前年中間期 前 期

１ 年 内 664 610 814

１ 年 超 1,904 1,740 2,307

合 計 2,568 2,350 3,122

有価証券関係注記

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。
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部 門 別 売 上 高

店 別 売 上 高

（単位 百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

店 別 (17.3.1～17.8.31) (16.3.1～16.8.31) (16.3.1～17.2.28)

金 額 構成比 前年比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％ ％

名 古 屋 店 7 2,2 8 2 4 9.3 1 0 8.6 6 6,5 6 1 4 3.9 1 3 8,7 4 6 4 5.9

岡 崎 店 2,9 2 5 2.0 9 7.1 3,0 1 3 2.0 6,2 3 1 2.1

名 古 屋 駅 店 6,1 2 2 4.2 9 8.5 6,2 1 5 4.1 1 2,3 8 9 4.1

豊 田 店 4,7 0 4 3.2 9 9.6 4,7 2 2 3.1 9,7 8 5 3.2

高 槻 店 8,0 0 9 5.5 1 1 2.4 7,1 2 2 4.7 1 5,7 8 2 5.2

上 野 店 3 0,3 8 9 2 0.8 1 0 0.7 3 0,1 6 6 1 9.9 6 1,5 7 3 2 0.4

銀 座 店 7,9 6 5 5.4 1 0 1.0 7,8 9 0 5.2 1 6,2 9 1 5.4

静 岡 店 1 4,1 1 3 9.6 9 7.4 1 4,4 8 3 9.5 3 0,0 5 0 9.9

大 阪 店 ― ― ― 9,9 2 6 6.5 9,9 2 6 3.3

く ず は 店 ― ― ― 1,6 3 6 1.1 1,6 3 6 0.5

合 計 1 4 6,5 1 2 1 0 0.0 9 6.6 1 5 1,7 3 9 1 0 0.0 3 0 2,4 1 3 1 0 0.0

（注）1.当中間期の名古屋店には、愛・地球博売店売上高を含めております。

2.大阪店は平成１６年５月５日、くずは店は平成１６年３月末日をもって、それぞれ営業を

終了いたしました。

商 品 別 売 上 高

（単位 百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

区 分 (17.3.1～17.8.31) (16.3.1～16.8.31) (16.3.1～17.2.28)

金 額 構成比 前年比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％ ％

衣 料 品 5 5,7 1 4 3 8.0 9 0.1 6 1,8 2 4 4 0.7 1 2 2,5 2 5 4 0.5

身 の 回 り 品 1 4,0 9 9 9.6 8 9.6 1 5,7 3 0 1 0.4 3 0,5 7 3 1 0.1

家 庭 用 品 1 1,9 9 5 8.2 9 0.3 1 3,2 8 5 8.8 2 6,3 7 6 8.7

食 料 品 2 9,8 4 6 2 0.4 9 7.2 3 0,6 9 8 2 0.2 6 4,2 8 2 2 1.3

雑 貨 2 2,2 5 7 1 5.2 9 3.5 2 3,7 9 2 1 5.7 4 6,3 3 0 1 5.3

食 堂 ・ 喫 茶 3,4 8 6 2.4 8 9.0 3,9 1 9 2.6 7,2 0 4 2.4

サービス・その他 9,1 1 2 6.2 3 6 6.2 2,4 8 8 1.6 5,1 2 0 1.7

合 計 1 4 6,5 1 2 1 0 0.0 9 6.6 1 5 1,7 3 9 1 0 0.0 3 0 2,4 1 3 1 0 0.0

（注）当中間期のサービス・その他には、愛・地球博売店売上高を含めております。


